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はじめに

　本稿の目的は、個人支配体制の移行期における軍部の意思決定がどのように

規定されるか明らかにすることである。

　個人支配体制をはじめ、独裁体制における軍部は体制の守護者であり、体制

の安定化に寄与する一方、体制変動に強い影響力を持つ 1。そのため、軍部が

独裁者を見捨てるか否かは、体制維持に大きな影響を与える。体制変動論にお

いて概ね合意が得られていることは、体制変動は政策決定当事者による選択の

幅が大きく、構造的要因によって説明しきれないということである 2。確かに、

政治体制とは、政治権力が社会内で広範な服従を確保し、安定した支配を持続

するときそれを形作る制度や政治組織の総体のことであるがゆえに 3、ある時

点における政治状況を分析することに適している。しかしながら、政治体制は、

政治エリートや社会の意思決定を拘束する「制約要因」になり得る。個人支配

体制とは、支配者を頂点とする体系化されたパトロンクライアントネットワー

クを構造的特徴とし、それを通じたクライエンテリズム（政治的恩顧主義）に

よって体制維持を図る政治体制である。ゆえに、この体制が危機に陥った際、

軍部が支配者を見捨てるか否かは、支配者が軍部に構築したパトロンクライア

ントネットワークの状態に依存するはずである。以上から、本研究は個人支配

体制の特徴たるクライエンテリズムによって軍内に構築された「統制構造」が、

移行期における軍部の意思決定をどのように規定するかを考察するものである。

　個人支配体制でもこれまで多くの体制移行が達成されてきたが、それを政治
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体制の視点から、個人支配体制の特徴たるクライエンテリズムによって形作ら

れた軍部の構造的側面に注目し、その構造が軍部の意思決定をどのように拘束

するか一般化をめざした研究は管見の限りない。ゆえに、本研究は、その先行

研究の隙間を埋める試みである。

　個人支配体制からの民主化と軍部の関係性について分析した拙稿では、支配

者から軍部に供与される懐柔の違いが、移行期における軍部の行動をどのよう

に規定するかを一部明らかにした 4。しかしながら、そこでは移行期に差し掛

かる前に発生する体制の危機（外的要因）と、持続期から構築された軍部の統

制構造（内的要因）との関係性を結び付けて論ずることができず、両者の間の

相互関係が明らかにできないという課題が残った。ゆえに、本稿では、体制の

持続期と移行期における懐柔の変化がなぜもたらされたのかを問いながら、内

外要因がどのように作用し、移行期における軍部の意思決定に影響を与えたの

かを明らかにする。

　加えて、本稿は軍部の意思決定のみならず、移行の型式にまで踏み込んで議

論を展開したい。前述の拙稿では、軍部が支配者を見捨てるか否かという二項

対立で分析を試みたが、本稿ではそれに加え、体制移行が政治社会内のアクター

によって上から起きたのか、政治社会から疎外されたものによって下から起き

たのかについてまで論ずる。それにより、体制変動論における政軍関係論の分

析射程を提示してみたい。

　本研究は、以下の手順で行う。まず、第一節では、本稿で扱う基本概念であ

る個人支配体制、クライエンテリズムについての先行研究を概観する。第二節

では、第一節でレヴューした先行研究に基づき、クライエンテリズムの概念を

政軍関係論に援用し、分析枠組みを構築する。続く第三節では、その分析枠組

みを用いて、軍部がクーデタを企図し、社会と連携することで下からの移行を

達成させたフィリピン、第四節では軍部がクーデタを起こし、上から体制を打

倒したパラグアイ、第五節では軍部が体制を守り続け、最終的には軍部以外の

体制内勢力によって上からの移行を経たインドネシア、第六節では、軍部が体

制を守り続けたが、体制外アクターの反体制運動の高まりによって下からの移



－33－

行を遂げたイランを分析する。結論では、移行期における軍部の行動と移行の

型式が異なる四事例を比較分析し、移行期における軍部の意思決定はクライエ

ンテリズムによって構築された統制構造にどのように規定されるのか明らかに

する。

１．先行研究

（１）個人支配体制

　論者によって定義が異なる個人支配体制という用語は、類似の概念である個

人支配（Personal rule）、家産制（Patrimonialism）、新家産制（Neo-

Patrimonialism）、個人独裁（Personal Dictatorship）、スルタン支配型体制

（Sultanism）を素地として議論がなされてきた。紙幅の都合上詳述できないが、

それらを総合すると、この概念は「支配者個人への権力の集中と私物化」によっ

て説明される。類似概念の中で最も引用されるのが、ホアン・リンス（Juan 

Linz）が提唱したスルタン支配型体制である 5。彼によれば、スルタン支配型

体制は権威主義体制の枠外に存在し、近代的な制度の役割を前提とせず、支配

者は伝統に拘束されず恣意的な領域で意思決定を行うという。この体制では、

支配者の個人的な道具として行政や軍部が利用され、法の支配が存在せず、制

度化の程度も低い。支配者は個人の裁量で権力を無制限に行使し、官僚行政の

規範や利害関係は支配者個人の独断により覆される。このような特徴を持つス

ルタン支配型体制は、その名称に包含される文化的なバイアスを批判されかね

ないといった懸念から個人支配体制と読み替えられることが多い。増原綾子は、

この体制の特徴を、組織ではなく個人に政府の意思決定の権限が集中している

こと、権力の継承がルール化されていないこと、被支配者の忠誠心は伝統でも

カリスマでもなく物理的報酬で獲得されること、漸進的な形成過程を経ること

が多いこととしている6。

　その他、個人支配体制を権威主義体制の下位類型に位置付け、帰納的な説明

を行っているものもある。例えば、バーバラ・ゲデス（Barbara Geddes）は
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政治的権力へのアクセスと政策操作が個人、政党、軍部のどの部門で行われて

いるか、すなわち誰が統治しているかに注目している。彼女が定義する個人支

配体制は、支配者個人に権力が集中しており、支配者の意思決定は政党や軍部

からの制約を受けない体制である7。

　以上の先行研究に基づき、本稿では独裁体制の特徴である権力の集中に加え、

支配者が政治的生き残りを達成するための権力行使経路に注目する 8。個人支

配体制においては軍部や政党が統治機構として存在するものの、支配者がそこ

に配置した側近や親族によって形作られるネットワークが主要な権力行使経路

となる。つまり、個人支配体制と判定するために重要な要素は、支配者の権力

の集中に加え、権力の公的手続きの無視や乱用を可能とする専制である 9。こ

の体制は他の体制に比べて、権力を細部まで伝える経路が脆弱であるため、権

力行使が「忠誠のための戦略」であるクライエンテリズムに基づいた非公式な

ネットワークによって補完される 10。それゆえ個人支配体制とは、支配者の独

裁と専制の両立から判定でき、その背景に支配者を頂点としたパトロンクライ

アントネットワークの体系化が存在する体制であると定義できる。

　この体制は支配者個人の選択に基づいた盟友同盟（Winning coalition）が

形成されるため、政治エリートが原子的に分散し、集団行動をとりにくく、他

の体制と比して体制内からの反体制運動が生じにくいという特徴を持つ 11。こ

れは、支配者が人事権を握るがゆえに、反体制派が体制内に入り込むことが困

難であり、統治エリートの紐帯が固いからである 12。また、権力の喪失は、独

占していた富をすべて失うことを意味するため、支配者が権力にしがみつこう

とする結果、体制変動は支配者の死などによるのが一般的である13。統治エリー

トにとっても、支配者の権力の喪失はパトロンクライアントネットワークが消

滅することを意味し、自らの富や権力をも喪失させるため、体制を守る誘因が

働きやすく、体制変動は「下から」起きるのが一般的である 14。この体制にお

いて、治安維持を担う軍部は体制の受益者であり、彼らが支配者を見捨てるこ

とは自らの便益を放棄することに等しい。ゆえに、政軍関係論において主流で

ある専門職業化に基づき、軍部が「兵舎に帰る」という説明は説得力に欠け、
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個人支配体制における政軍関係分析はクライエンテリズムの視点から分析する

ことが適当なのである15。

（２）クライエンテリズム

　前項で見た通り、公的な制度が脆弱な個人支配体制は、クライエンテリズム

を通した財と忠誠の交換により体制の持続を図っている 16。とすれば、体制の

持続は、統治機構や社会に張り巡らせたパトロンクライアントネットワークを

いかに維持するかにかかっている。

　クライエンテリズムとは、垂直的な関係性にあるアクター間において、上位

者が下位者に政治的見返りを期待して便宜供与を図り、下位者はそれに答える

という現象の束をいう 17。文化人類学において注目されることが多いクライエ

ンテリズムの効果に関する理論はいまだ未開拓な点が多い。ただし、これまで

の研究を総合していえることは、結局のところクライエンテリズムがどのよう

な効果を持つかは、クライエンテリズムの受益者の状況に依存するということ

である18。

　クライエンテリズムの内容として支配者が分配する便益にはパトロネージと

ポークバレルの二種類が存在し、両者では異なる効果がある。パトロネージと

は、主にパトロンが人事権を用いて自らの権力行使や体制維持に都合の良い人

材を登用する個別的便益の供与を指す。一方、ポークバレルはパトロンが集合

的便益をクライアントに提供することであり、経済的便益と直結する 19。どち

らもパトロンが国家資源を私的に利用する点に違いはないが、それらを行うた

めの懐柔資源が異なる 20。パトロネージの懐柔資源は、人事ポストの数や配置

である。これらは基本的に金がかからない資源であるため、経済的な影響を受

けにくく、パトロンは権力が続く限りパトロネージを操作できる。一方で、ポー

クバレルは懐柔資源を経済に依存しているため、経済の影響を受けやすい。そ

のため、懐柔資源の枯渇がクライアントの離反を促進する可能性は、経済の影

響を受けやすいポークバレルに依存した体制の方が高くなる 21。先行研究では

クライエンテリズムが持つ体制の安定への正の効果が強調される一方、負の効
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果についてはそれほど論じられていない。しかしながら、特定の集団に対して

パトロネージを提供し続けた結果として、それに与ることができない集団が不

満を蓄積させることにより体制が不安定化する可能性は否定できない。ゆえに、

クライエンテリズムが必ずしも体制の安定に寄与するとは言えない。そのため、

本研究では支配者によるパトロネージとポークバレルの分配（以下、懐柔戦略）

に注目し、それらが軍部内の統制構造をどのように規定し、体制維持に対する

軍部の意思決定にどのような影響を与えているのかを分析する。

３．分析枠組み

　本節では、先行研究に基づき、事例比較を行うための分析枠組みを提示する。

（１）体制危機の類型

　個人支配体制に限らず、体制移行は何らかの体制の危機に際して発生する。

特に、経済を対外援助に依存し、支配の正統性の獲得が困難な個人支配体制に

とり、体制の危機は自力では避けることができない問題である。ゆえに、軍部

が支配者を見捨てるという選択は、危機に伴い軍部内に構築されたパトロンク

ライアントネットワークに何らかの機能不全が起き、軍部が支配者をあきらめ

ることにより発生すると考えられる。

　では、パトロンクライアントネットワークはどのような時に機能不全に陥る

のであろうか。最も一般的なのは、経済危機によるものである。個人支配体制

はクライエンテリズムを用いて体制維持を行うため、懐柔資源の保全が不可欠

であり、ポークバレルを減少させる経済危機は受益者の離反を促す。加えて、

個人支配体制は支配者の後継問題を抱える。個人支配体制の多くは権力継承の

ルール化がなされていない場合が多く、支配者の交代はパトロンクライアント

ネットワークの変更を意味する。それゆえ、支配者の高齢化に伴う権力継承争

いはし烈を極め、そのたびに体制は危機にさらされることとなる 22。これらに

ついて、武田康裕は、前者を治安の悪化等の業績悪化の際に発生する「実効性
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の危機」、後者を正統化原理の効力が弱まるときに発生する「老朽化の危機」

として分類した 23。彼は、非民主主義国家における支配集団は「体制アクター

（regime actor）」たる統治エリートと、「国家アクター（state actor）」たる軍・

官僚機構から構成されるとし、実効性の危機の際には、有効な政策対応を巡っ

て国家アクターと体制アクターとの対立という形で、横断的亀裂が発生し、老

朽化の危機の際には、社会的緊張を緩和するために一定限度の自由化や権威主

義ルールの修正を必要と認識する勢力が統治エリート内部に登場するため、体

制アクター内に縦断的亀裂をもたらすという。

　本研究では武田による危機の類型を援用しながらも、個人支配体制における

体制移行を分析するため、彼のモデルを修正する。個人支配体制では、国家ア

クターたる軍部でも老朽化の危機に際して縦断的亀裂が発生する。これは、個

人支配体制においては軍部が私兵化しているため、支配者の交代に伴う体制ア

クターの動向に将校間の将来の利得が左右されるからである 24。一方、武田の

定義では、実効性の危機に経済危機と国内統治や政策に関する政治危機が包含

されているが、個人支配体制の軍部においてはその危機に伴う構造的亀裂の様

態に違いがある。経済危機の場合、軍部に縦断的亀裂が入ることはないが、ポー

クバレルが減少するため、将校が軍部に所属する利益を減少させ、体制アクター

に国家アクターたる軍部が挑戦するきっかけとなるとともに、軍部内における

派閥対立が表面化する要因となり得る。他方、政治危機の場合は、個人支配体

制における軍部にとり、支配者が権力を手放すということは自らの特権を手放

すことと同義であるため、支配者の統治パフォーマンスが悪化したとしても、

それだけが要因となって支配者を見捨てる可能性は低い。ゆえに、軍部に対し

ては経済危機に伴う実効性の危機のみが体制内における構造的亀裂を生み出す。

 



－38－

　以上から、図1のとおり武田のモデルを修正した。本研究では軍部に注目す

るため、図の三角形下部の台形（国家アクター）に注目することとする。老朽

化の危機の場合、体制アクターの縦断的亀裂に連動して国家アクターにも縦断

的亀裂が発生する。一方、実効性の危機の場合、経済危機によるものに限り、

国家アクターの一体性を維持するための装置（図１破線）が外れ、反体制派が

内部に存在する場合、彼らは体制から離反しようとする。

（２）軍部への懐柔戦略と統制構造

　本項では、クライエンテリズムの概念を援用した軍部への懐柔戦略を、個人

支配体制における政軍関係の分析枠組みとして提示する。

　まずはパトロネージから見ていこう。個人支配体制における軍部の統制構造

を規定する一つの要素は支配者からのパトロネージの偏りである。利益を享受

できるグループは親体制派化し、既得権益を守るために支配者に忠誠を誓うと

同時に構成員の統制を図る。一方で利益を享受できないグループは反体制派化

し、派閥内部における連帯を高め、体制離反への意思を持つこととなる25。

　パトロネージには、軍部全体に対して制度化された便益付与を行う「不偏的」

なパトロネージ、及び特定のグループに対してのみ便益付与を行う「限定的」

なパトロネージの二種類がある。個人支配体制では、軍部の統制は支配者の一

図１　個人支配体制における構造的亀裂の様態（武田（2001）をもとに筆者作成）

老朽化の危機 実効性の危機
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手に委ねられているがゆえ、限定的なパトロネージは支配者の懐柔戦略に基づ

いた反体制派が軍内に存在するか、それを醸成することを意味する。ゆえに、

限定的なパトロネージはクライエンテリズムに基づいた派閥を誕生させる。

　一方、軍部全体に対して経済的かつ集合的な便益付与を図るポークバレルは、

その供与の度合いが「高い」か「低い」かに分類でき、軍内派閥対立が生じた

際の緩衝機能を持つこととなる。ポークバレルの高低は、国家予算に占める国

防費の割合がどの程度占められているか、その結果として将校が社会経済的特

権をどの程度享受できているかによって判定される 26。ゾルタン・バラニー

（Zoltan Barany）は、軍部が社会に対してどの程度、社会経済的特権を保持

しているかが、軍部の革命に対する態度を規定する重要な要素であるとしてい

る 27。個人支配体制におけるクライエンテリズムは支配者個人とのネットワー

クに依存するため、ポークバレルが高ければ支配者の私兵集団たる軍部が支配

者を見捨てるということは考えにくい。つまり、ポークバレルの度合いが低く

なるということは、軍部そのものに参加するメリットが減少することを意味し、

それが低い時、軍部は体制から離反する可能性が高くなる。以上のような特徴

を持つポークバレルは、軍部全体の凝集性を規定する。

　以上から、表1の通り、上記の二項目の組み合わせから支配者による懐柔戦

略を通じた軍部の統制構造の類型を示した。包括的統制の場合、軍全体が特権

的地位にあり、パトロネージに偏りがないため、体制離反を望むような反体制

表１　懐柔戦略に基づく軍部の統制構造の四類型（筆者作成）

不偏的 限定的

高 包括的統制 選択統制

低 分割統制 非統制

ポ

ク
バ
レ
ル

パトロネージ
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派が生まれにくい。選択統制の場合は、特定の集団に権力が集中するため、そ

れに与れない集団との派閥対立が存在するが、軍全体としては高度なポークバ

レルに与ることができ、将校は特権階級に位置するため、意思の面から軍内反

体制派主導による体制離反が起きる可能性は低い。分割統制は、いわゆる

Divide and Ruleの原則に基づき、特定の者や集団に権力が定着しないように

権限を分散させた統制構造である。この場合、ポークバレルの度合いが低いた

め、軍部全体としては体制に対する不満が存在する可能性はあるが、特定の集

団に権力が集中しにくいため強い反体制派が育ちにくく、能力の面から軍部が

体制離反を起こす可能性は低い。選択統制と分割統制では、それぞれ意思と能

力の面から軍部が支配者を見捨てることは困難であるが、外部アクターと連携

することによってそれを達成する可能性はある。最後に非統制は、クライエン

テリズムによって統制を行う個人支配体制においては理論上存在せず、この統

制構造にまでクライエンテリズムが縮小されると、軍部は自らが主導して支配

者を見捨てる選択を採る。

　以上の分析枠組みに基づき、支配者の懐柔戦略によって構築される軍部の統

制構造が体制の危機によってどのように変化するのか、そして危機と統制構造

の組み合わせが移行期の軍部の意思決定をどのように拘束するのか比較分析に

よって明らかにしてみよう。

　（３）事例選択

　以上で構築した分析枠組みに基づき、個人支配体制における軍部が移行期に

どのような行動をとるのかを分析するため、本稿では四事例を比較分析する。

　まず、第四節では軍部が主体的に支配者を見捨て、下からの移行が達成され

たフィリピンを扱う。フィリピンにおける革命は、軍内反体制派のクーデタ未

遂を端に発している。ゆえに、この事例では軍部が支配者を見捨て、体制移行

に中心的な役割を果たした。続く第五節では、パラグアイを扱う。パラグアイ

でもフィリピンと同様に軍部が主体的に支配者を見捨てたが、その行動は社会

と結びつかない軍部単独のクーデタによって達成され、移行型式は上からの体
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制移行であった。

　第六節では、軍部が体制側に立ち続け、クーデタを起こすことなく、革命も

起きず、統治エリートによる穏健な体制移行が図られ、軍部はそれを追認する

形で上からの体制移行が達成されたインドネシアについて分析する。続く第七

節では、軍部が体制を守り続けたが、体制外に位置する反体制派の運動の高ま

りによって、最終的に軍部が体制移行を追認し、下からの移行が起きたイラン

の事例を扱う。両者はともに軍部が最後まで体制を守り続けようとしたが、移

行が体制内外のいずれから起きたかに違いがある。

　表２では、現在も個人支配体制を存続させている国家、及び外国との戦争を

経て体制移行を経た国家を除いた個人支配体制国家における軍部の意思決定と

移行型式の組み合わせをまとめた。以上の四事例をもとに、軍部による支配者

を見捨てる選択のみならず、実際の移行が「上から」及び「下から」どちらか

ら起きたかをも捉えることで、両者の関係性がどのように導き出されるのか考

察することが可能なのである。

　異なる体制移行の過程を経た個人支配体制の四事例からクライエンテリズム

を議論の中心に据え、軍内統制構造が移行期における軍部の意思決定をどのよ

表２　本研究の事例の位置づけ（筆者作成）

移行の型式

下から 上から

軍
部
の
意
思
決
定

見
捨
て
る

フィリピン（マルコス）

ハイチ（デュバリエ）

グレナダ（ゲイリー）

パラグアイ（ストロエスネル）

赤道ギニア（ンゲマ）

守
る

イラン（パフラヴィー２世）

ニカラグア（ソモサ）

キューバ（バチスタ）

ルーマニア（チャウシェスク）

エジプト（ムバラク）

インドネシア（スハルト）

スペイン（フランコ）

チュニジア（ブルギバ）

アンティグア・バーブーダ（バード）

イエメン（サーレハ）
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うに規定するか見てみよう。

４．マルコス体制期のフィリピン

 

　フィリピンのフェルディナンド・マルコス（Ferdinand Marcos）は1965年

に選挙を経て大統領に就任した。彼は当初、民主主義に基づいた統治を行って

いたが、徐々に個人支配体制を構築していくこととなる。独立後、フィリピン

では再選された大統領は存在しなかったが、再選に意欲を燃やすマルコスは、

共産党勢力等を打倒することによって再選され、1972年には戒厳令を公布し

て長期政権を構築した。この戒厳令が受け入れられた背景には、マルコスが軍

部に対して特権を付与する懐柔を行っていたため、軍部からの支持があったこ

とに加え、富裕層にとっては、共産党勢力等が厳しく取り締まられることによっ

て経済活動が行いやすくなることが期待されたという点等が挙げられている

28。このようにマルコスは、軍部と社会における有力者層の支持を得ることに

より、個人支配体制を構築した。

　しかし、その体制は、1986年2月に発生した軍内反体制派によるクーデタと、

コラソン・アキノ（Corazon Aquino）の呼びかけに応じたピープル・パワー

が連携することによって打倒されることになった。この事例は、軍部が主体的

に支配者を見捨て、それに社会が連携する形で下からの移行が起きた典型事例

である。

（１）誕生期から持続期における軍部への懐柔戦略

　フィリピン国軍は、かねてから国内において特権的な地位を占めていたが、

インドネシアやビルマとは異なり、国家建設の担い手というわけではなく、あ

くまで旧宗主国である米軍型の専門職業化に特化し、政治的関与は中央及び地

方の行政機関までにとどまっていた。将校の人事権は政治部門が握っており、

軍人が上位の地位に就くためには有力な政治家とのパトロンクライアント関係

を深める必要があった。ゆえに、軍部による政治介入は限定的であったが、ク
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ライエンテリズムの面での政治と軍部の関係性は不可分であり、政治における

権力闘争がそのまま軍部内の出世争いに影響を与えていた29。

　軍出身でなく、軍部における権力基盤が脆弱であったマルコスは、軍部を統

制するために、縁戚のファビアン・ベール（Fabian Ver）参謀総長を通じた

限定的なパトロネージを採用し、地縁、血縁関係にあるものや、予備役訓練校

出身将校を重用し、恣意的な軍人の退役年齢の延長をも行った 30。このような

パトロネージの限定化は、反体制派を醸成し、彼らによる体制離反の可能性を

高めることとなるが、マルコスは、高度なポークバレルを併用し、戒厳令布告

後、国家予算最上位となる軍事費を投入することによってそれを防いだ31。実際、

この時期の将校は一階級昇進し、基本給も1.5倍増となり、兵士一人当たりの

国防予算も2倍以上に拡大している。同時に、将校は国営企業にポストを得る

ことができるようになり、軍部外でも経済的な利権を享受することができ

た 32。そのため、マルコス体制期に軍部に所属することは、社会経済的な便益

にあずかれることを意味した。マルコスがこのような懐柔戦略を選択すること

ができた背景には、当時の急激な経済成長があった。ゆえに、持続期のフィリ

ピン軍の統制構造は選択統制であった。

（２）体制の危機における軍部内の亀裂と懐柔戦略の変容

　選択統制構造が構築されていたことにより表出が抑制されていた派閥対立は、

80年代の深刻な経済危機に伴い、潤沢に供与されていたポークバレルが大き

く減少することによって、ベールを中心とする親体制派と若手将校中心の国軍

改革派（Reform the Armed Forces Movement, RAM）との対立として表面化

した。また、マルコスの健康問題を受け、後継者と目されていたイメルダ・マ

ルコス（Imelda Marcos）夫人が自らの権力基盤を作り上げるため、ベール派

を中心とした縁故主義をより強めたことに伴い、後継への見込みが薄れたナン

バー２の統治エリートたるホアン・エンリレ（Juan Enrile）国防大臣、ベー

ルを登用するために冷遇されていたフィデル・ラモス（Fidel Ramos）参謀総

長代行はRAMの支持に回った 33。その結果、RAMは、市民社会や米国からの
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支持を受けてクーデタの実行し、結果として革命を引き出すことに成功し

た34。

　このような軍部の意思決定を読み解く際に重要なことは、フィリピンでは一

貫して限定的なパトロネージがとられていたことである。持続期から続く偏っ

たパトロネージは潜在的な反体制派の醸成に寄与した。その結果、実効性の危

機に伴い、ポークバレルという緩衝材が除去されると、派閥対立が激化し、反

体制派が多様なアクターからの支持を取り付けることによって体制から離反し

た。このとき、体制アクター内でも老朽化の危機に伴う縦断的亀裂が起きてい

たため、体制アクターたるエンリレと国家アクターたるRAM及びラモスの思

惑が一致し、エンリレが仲介役となって軍部と市民社会との連携が達成され

た 35。つまり、パトロネージに与ることができず、かねてから反体制的であっ

たRAMは、老朽化の危機によって反体制派にまわったエンリレやラモスから

の支持を受けながら、積極的に支配者を見捨てる選択を採ったのである。結果

として、RAMのクーデタは未遂に終わったが、高まる市民社会の抗議行動を

目にした軍部の親体制派の中からも支配者を見捨てるものが相次ぎ、下からの

移行が達成された。

５．ストロエスネル体制のパラグアイ

　

　パラグアイのアルフレッド・ストロエスネル（Alfredo Stroessner）は1954

年にクーデタによって権力を掌握し、国家におけるあらゆる部門を私物化し、

個人支配体制を構築した 36。この体制は、唯一の合法政党であるコロラド党 37

によって社会に対する体系的なパトロンクライアントネットワークを構築し、

軍部に抑圧を担わせることで、独裁国家が乱立していた当時のラテンアメリカ

においても最長となる約35年間にわたって存続した。

　軍部に対して、比較的制度化された懐柔を用いて安定的な個人支配体制を築

いたストロエスネルであるが、この体制は1980年代に発生した「失われた十年」

による経済危機を受け、1989年にこれまで親体制派であった軍部がクーデタ
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を起こしたことによって崩壊した 38。このクーデタによって新たに民主化を誓

うアンドレス・ロドリゲス将軍（Andrés Rodríguez）が権力を掌握すること

となった39。個人支配体制の体制移行は常に劇的であるが、体制の受益者であり、

国家アクターたる軍部が上から主導するものは珍しく、ゆえにパラグアイは個

人支配体制からの体制移行に関する逸脱事例に位置付けられよう。

（１）誕生期から持続期における軍部への懐柔戦略

　ラテンアメリカの大国であるブラジルとアルゼンチンに挟まれ、厳しい安全

保障環境下に置かれるパラグアイでは、ラテンアメリカ最大規模の戦争である

三国同盟戦争（1865-1870）40、ボリビアと国境線を争ったチャコ戦争（1932-35）

という隣国との大規模な戦争を経験していた。その結果、パラグアイ軍は、隣

国からの侵入から国家を守る救世主として国民から高い地位を得、軍部の政治

介入は常態化し、政治と軍務の境界はあいまいであり、軍部は政治における主

要なアクターと見なされていた 41。このときのパラグアイ軍は、ラテンアメリ

カ最大規模の42名の将軍、245名の将校、約26,200人の軍人を抱えていた42。

　このように、パラグアイ政治において主要な役割を果たした軍部は、移行期

においてもその主導権を握ることとなる。

　軍部出身ではあるが、歴史的にクーデタが頻発してきたパラグアイにおいて、

ストロエスネルは全将校の人事権を握り、自らの同期や関係者を軍部の中枢に

据えつつも、特定の者に権力が集中しないよう不偏的なパトロネージを供与し

ていた43。このような人事政策上のバランシングに加え、ストロエスネルは1,500

名の重装備を施した大統領警備隊を配置するなど、軍部からの挑戦に対して常

に目を光らせていた44。

　ポークバレルとしては、軍部と警察に対する予算に国家予算の3割を割り当て、

将校は医療費の無料、高い年金配当、退職後の国営企業への再雇用、消費活動

における非課税、低金利のローン、近親者の政府への就職のあっせん等の優遇

が得ることができ、社会的特権階級に位置していた 45。また、軍部は汚職や麻

薬の密売等が黙認されていたため、インフォーマルな形でも経済的特権に与る
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ことができた。ゆえに、パラグアイでは、持続期には包括的統制構造が構築さ

れていたといえよう。

（２）体制の危機における軍部内の亀裂と懐柔戦略の変容

　しかしながら、ストロエスネルの高齢化と健康問題に伴い、統治エリート内

で、軍部からストロエスネルの息子であるグスタボ（Gustavo Stroessner）に

跡を継がせようとするグループ（活動派；Militante）と、それに反発するロ

ドリゲス将軍を中心とするグループ（伝統派；Tradicionalista）が対立するこ

ととによって、軍部内に縦断的亀裂が入った。この老朽化の危機に際して、ス

トロエスネルは息子を後継者に指名しようとしたため、ロドリゲス派がクーデ

タを起こし、ストロエスネルを権力の座から追いやった 46。このとき、ロドリ

ゲスは国軍司令官の任を解かれ、事実上の降格を意味する国防大臣に任命され、

他にも、グスタボの昇進のためにその障害となり得る将校たちは解任されてお

り47、軍内に明確なパトロネージの限定化が発生していた。

　この危機に際しての派閥対立は、コロラド党内における権力闘争の文脈で説

明されることが多いが、将校の大半がコロラド党の幹部を占めるパラグアイに

おいて、党と軍部は重複していた48。そのため、ストロエスネルの後継争いは、

軍部内における権力争いとイコールであった。支配者による明確な後継指名は

軍部内に縦断的亀裂と、それに伴う反体制派を発生させた。これが、ストロエ

スネルの後の権力掌握を目論む彼らにとって不都合なパトロンクライアントネッ

トワークが継続することを想起させることとなった。

　一方、ポークバレルについては、経済危機においても大きな変化をもたらさ

なかった。ストロエスネル体制が誕生して以降、軍事費は体制が崩壊する

1989年まで毎年増加傾向にあり、GDPに占める軍事費の割合も激減している

わけではなかった。そのため、実効性の危機を迎え、経済危機が起きていても

直接的なポークバレルについて、大きな変化はなかったといえよう。無論、こ

れはストロエスネルによる軍部への配慮の一環であったと考えることができる。

ゆえに、パラグアイでは、老朽化の危機と実効性の危機が同時に発生した結果、
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老朽化の危機によってパトロネージの手法が不偏的から限定的に変更される一

方、実行性の危機によってポークバレルの度合いの高さは変更されなかったた

め、クライエンテリズムに基づく軍部の統制構造は包括的統制から選択統制に

変化した。

　その結果、ポスト・ストロエスネル体制における権限の縮小の可能性が見込

まれる反体制派はロドリゲス将軍を中心として1989年2月3日にクーデタを企

図し、体制を転覆させた。このクーデタでは約250名の軍人が死亡した。

６．スハルト体制期のインドネシア

　スハルト（Suharto）は、1965年に発生した9.30事件を収束させた実績から、

1967年に大統領代行、1968年に大統領に就任し、個人支配体制を築いたが、

市民社会において高まる反スハルトの声を受けた国会指導部による大統領への

辞任勧告によって1998年に30年以上にわたって維持した権力の座から退いた。

彼は、社会に広くパトロンクライアントネットワークを張り巡らせ、反体制派

を取り込むとともに、国家機関による私的な資金調達活動を容認する家族主義

を国家制度に裏書きし、体制を運営した 49。インドネシアでは他の個人支配体

制と比して暴力の度合いも低く、安定的な体制が構築されていたが、1990年

代における経済危機と、スハルト自身の高齢化に伴う後継問題によって、統治

エリートの体制離反が発生し、結果としてスハルトは権力の座から追われるこ

ととなった。統治エリート主導による上からの体制移行は「敗者なき体制移行」

と言われ 50、強硬な体制移行が採られることが一般的な個人支配体制では特異

な事例である。このとき、伝統的にインドネシア社会の中心的なアクターであっ

た軍部は、移行期に主導権を握ることができず、市民社会の動向を受け、体制

移行を容認した。

（１）誕生期から持続期における軍部への懐柔戦略
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　軍部の社会的地位が高く、組織化レヴェルも高かったインドネシアにおいて、

軍部における国軍司令官や参謀長などの重要ポストの任命権を保持し、将官ク

ラスの昇進や退役延長に影響力を行使することができたスハルトは、不偏的な

パトロネージ手法をとり、軍内部から体制を脅かす者の出現を阻止することが

できた 51。彼はあくまでエスニックや宗教には偏重せず、自身に対する忠誠、

能力の面から人材を登用し、左遷した者に対してもポストを用意する配慮を行っ

ていた 52。加えて、軍部には議席が割り当てられており、彼らは議会を通じて

政治にアクセスすることができた。

　ポークバレルについては、軍部を含む公務員に対して極力分配せず、国家予

算に占める軍事支出を圧縮させ、人件費も縮小させた 53。国防予算は、国際比

較から見ても低く抑えられ、軍部が必要としていた額の三分の一から半分しか

計上されていなかったといわれている 54。もっとも、これが許容されたのは軍

部にも家族主義によって資金の自己調達が認められていたからに他ならない。

軍部は財団や企業を創設するほか、紛争地では警備料として資金を調達するこ

とができた 55。以上から、軍部はスハルトの受益者であり、インドネシア軍部

内では分割統制構造が構築されていた。

（２）　体制の危機における軍部内の亀裂と懐柔戦略

　インドネシアの場合、スハルト体制末期における経済危機が体制変動に影響

した点は否めないが、軍部に対しては持続期から低度のポークバレルが供与さ

れていたため、それが軍部の一体性を損ねる要因にはならなかった。スハルト

はこの時期、自らの後継問題に終止符を打つべく、統治エリートたる与党ゴル

カル内で縁故主義を強め、これによって党内で改革派が不満を持つようになっ

た。当時のインドネシアでは、社会運動が盛んであり、ゴルカル内改革派は積

極的に市民社会との対話の機会を設けていた 56。それによって政治社会へのア

クセス権を得た市民は議会内の反体制派と結託し、スハルトの辞任を引き出し

た。この際、スハルト支持を貫いていた軍部が体制を守ることができなかった

のは、インドネシア社会において徐々に軍部の正統性が失われてきていたこと



－49－

に加え57、老朽化の危機に伴い、軍部内に縦断的亀裂が発生したからである。

　スハルトは晩年になると次女の夫であるプラボウォ・スビアント（Prabowo 

Subianto）を軍内で抜擢し、これによってこれまでの軍部の安定が揺らいだ。

プラボウォ抜擢の背景には、当時のスハルトが特務工作を任せられる人材を失っ

ていたことがあった。そのため、スハルトは娘婿であるプラボウォに軍部内に

おける特務工作を担当させようとしたが、この行為がスハルトからプラボウォ

よる国軍支配への準備段階と見られ、多くの将校に嫌悪感をもたらした 58。こ

れにより、ウィラント（Wiranto）国軍司令官を中心とする軍内部からは不満

の声が上がるようになった。そのため、スハルトは自らに対する辞任要求デモ

を鎮圧することを目的として、国家警戒安全作戦司令部（Komando Oprerasi 

Kewaspadaan dan Keselamatan National, KOPKKN）を創設し、このポス

トをウィラントに提示することで自らが見捨てられることを予防した59。

　以上から、インドネシアでは実効性の危機が発生したが、軍部に対するポー

クバレルがもともと低度であったため、その危機が軍部の体制離反を促すこと

はなかった。一方、老朽化の危機に伴い、軍部内に縦断的亀裂が発生したが、

それに対する懐柔戦略の変更もなかった。インドネシアでは、持続期から不偏

的なパトロネージが採られていたため、将校は特定の派閥に属するメリットが

相対的に低く、ゆえに強力な反体制派が存在しなかった。老朽化の危機に際し

て、スハルトはプラボウォを抜擢したが、それはフィリピンやパラグアイのよ

うに特定の集団を優遇するような限定的なパトロネージへの変更というよりも、

プラボウォを引き上げることによって、彼の関係者も同時に引き立てられるこ

とを意味したのであり、明確に特定の集団にパトロネージの恩恵を与えること

を約束したものではなかった。最終的には、スハルトがウィラントに配慮して

いることからも明らかなように、プラボウォの抜擢は持続期に定着した軍部の

統制構造を変更させず、両者の権力闘争の結果が軍部としてスハルトを見捨て

るか否かに直結するものではなかった。しかしながら、老朽化の危機に伴い、

統治エリート内での権力闘争に付随して軍内に縦断的亀裂が走り、ウィラント

とプラボウォが主導権を争って権力闘争をしていたことは事実であり、軍部は
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権力闘争に明け暮れるあまり、体制変動過程の主導権を握ることができなかっ

た。以上から、インドネシアの軍部では危機に際して分割統制構造が変化され

ることがなく、老朽化の危機に伴う軍部内の縦断的亀裂の影響があっても軍部

内に張り巡らされたパトロンクライアントネットワークが機能不全を起こすこ

とはなかったため、軍部の体制離反が起きなかったといえよう。

　ウィラントはプラボウォとの権力闘争に勝利するが、その後の軍部は市民社

会の声を受けた国会指導部の判断を尊重し、自らの権益を守るため、体制移行

を容認した。

７．パフラヴィー体制期のイラン

　イランにおいて1941年に即位したモハンマド・レザー・シャー（Mohammad 

Reza Shah）（以下、パフラヴィー2世）は、石油国有化問題を巡ってアメリカ

やイギリスから敵対視されるモサッデク（Ahmadabad-Mosaddeq）政府を国

王に忠誠を誓う軍部とCIAによって買収されたテヘラン南部の貧民層がクーデ

タによって崩壊させたことに伴い、1953年頃に個人支配体制を構築した60。も

ともとアメリカ政府との関係性が深かったパフラヴィー2世の体制は、その後、

その関係をより深めていくこととなり、1957年にはアメリカの支援を受けて

SAVAK （State Intelligence and Security Organization；国家情報安全組織）

を設立し、反体制派を弾圧することにより、より体制を安定化させた61。

　パフラヴィー2世は官僚、軍人、大使等の人事権を握っており、昇進のため

には彼への忠誠を必要とする制度を構築しながらも 62、社会においては経済会

議や選挙法の改正を積極的に行うことで、農民、労働者、女性を含む広い社会

階層を議会の枠組みの中に包摂する政策を採った 63。このような試みは、反体

制派にも評価され、徐々に反体制派もパフラヴィー2世の統治を支持するよう

になった64。

　以上のように、アメリカからの支援を受けながら、個人支配体制を強めたパ

フラヴィー2世の体制であったが、この体制はアメリカへの傾倒や、近代化政
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策への反発によって急進化したウラマー（Ulama；イスラーム知識人）を中

心とするイスラーム勢力によって打倒されることとなる。同時に、1970年代

に発生した石油危機を受けて、大衆からのデモも増加し、体制はそれとイスラー

ム勢力が連携した反体制勢力に対応することができず、パフラヴィー2世は

1979年にエジプトに亡命した。このとき、軍部はデモ隊との衝突を繰り返し

ながらパフラヴィー2世を見捨てることなく体制を守り続けたものの、パフラ

ヴィー2世の亡命後に、反体制勢力との交渉のもと、「兵舎に帰る」選択を採っ

た65。

（１）誕生期から持続期における軍部への懐柔戦略

　イランでも、他の個人支配体制と同様に体制維持のための中枢機関として軍

部が機能しており、1941年に12万人だった軍人の数は、1977年には40万人に

なり、世界最大規模の軍隊と呼ばれるようになるなど、その肥大化には著しい

ものがあった66。

　軍の最高司令官であったパフラヴィー2世は、パトロネージについては、自

身への忠誠を重視しつつも、特定の者に権力が集中しないよう、おおむね不偏

的な人事体系を構築した 67。また、SAVAKにインテリジェンス部門を担わせ、

反体制派を排除するとともに、軍部の特定の部門に権力が集中しないように努

めていた68。

　ポークバレルについては、将校はパフラヴィー2世の父であるレザー・ハー

ンの時代から国有地を低価格で購入できるなどの経済的特権も供与されていた

が 69、パフラヴィー2世によって個人支配体制が構築されてからは、外交上関

係が深かったアメリカからの軍事物資・兵器の購入が推進され、軍事費は国家

予算の2割から3割を占めるほどに増加した70。将校の特権はより強化され、住居、

近親者の裏口入学や採用での優遇、将校のみが使用できるスポーツクラブ、特

別優待が可能なディスカウントストアの利用権などが与えられていた71。

　ゆえに、イランでは、持続期において包括的統制構造が構築されていたとい

えよう。



－52－

（２）体制の危機における軍部内の亀裂と懐柔戦略

　社会からの支持を得るために様々な近代化政策を講じてきたパフラヴィー2

世体制であったが、この体制は70年代に発生した石油危機のあおりを受け、

反体制デモが先鋭化する中で、イスラーム指導者であるホメイニ（Āyatollāh 

Rūhollāh Khomeinī）を中心とした革命によって崩壊した。

　石油危機に伴う経済状況の悪化は、高度のインフレを招き、失業者を増加さ

せたが、その時でもパフラヴィー2世は国家予算に占める軍事費の配分を増加

させることでポークバレルを減少させなかったため、イランでは移行期におい

ても軍部への高度なポークバレルが保たれた。

　また、パフラヴィー2世は健康問題を抱えていたが、それに付随した後継問

題は生起されず、老朽化の危機が発生せず、軍部に縦断的亀裂が入ることはな

かった。イラン軍はかねてから一体性がなかったといわれているが 72、これは

単にパフラヴィー2世に軍の指揮命令系統を集中させすぎたことによるもので

あり、懐柔戦略や体制の危機に基づく亀裂が軍部内に存在するわけではなく、

クライエンテリズムに基づく明確な派閥が醸成されているということではなかっ

た73。

　しかしながら、体制と一体化し、肥大化する軍部に対して、社会から汚職や

アメリカ化への批判がなされるようになり、その不満は「黒い金曜日事件」で

軍部が発砲したことによって噴出した 74。ホメイニを中心とした反体制運動は

体制側に立つ軍部をも運動のターゲットに据え、宗教的教義に基づいて動員を

拡大した。その結果、軍からも徴募兵や空軍士官候補生らを中心に離脱者が発

生した 75。このような状況に直面したパフラヴィー2世は、持病の治療と称し

て国外に脱出し、これを受けた軍部は、ホメイニによって新たに設立された暫

定政府との交渉によって、高まる社会からの要求を受け、現政府を支えること

なく新政府側につく選択を採った76。
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結論―比較分析―

　ここまで、持続期から移行期における軍部の統制構造の変容と、それに基づ

く軍部の意思決定を見てきた。以上の事例分析結果を比較してみよう。まず、

パトロネージ手法については、フィリピンでは当初から限定的、パラグアイ、

インドネシア、イランでは不偏的な戦略が採られていた。老朽化の危機に伴う

後継問題は、パラグアイでは、ストロエスネルの高齢化に伴い、息子のグスタ

ボが後継指名されたように、明確にパトロネージの限定化を想起させる選択が

なされ、他方、インドネシアでは、一時軍内におけるスハルトの縁戚者の抜擢

がなされたが、結局、軍部におけるパトロネージ手法の変更は行われなかった。

そして、イランでは老朽化の危機は発生しなかった。

　ポークバレルについては、フィリピン、パラグアイ、イランでは当初から高

度なポークバレルが供与されていたが、経済危機に伴い、フィリピンにおいて

のみそれが減少することとなった。パラグアイとイランでは、実効性の危機に

際しても権力維持の中枢機関である軍部に対するポークバレルは減少すること

がなかった。一方、インドネシアでは一貫して低度のポークバレルしか供与さ

れていなかった。

　以上から、軍部の統制構造は、フィリピンでは選択統制から非統制、パラグ

アイでは包括的統制から選択統制、インドネシアでは一貫して分割統制、イラ

ンでも一貫して包括的統制が構築されていた（表3参照）。

　本研究の分析から、個人支配体制の体制維持の生命線であるクライエンテリ

ズムに注目すると、移行期において軍部が体制を守るのか見捨てるのかは、体

制の危機における軍の統制構造に依存するということが分かった。

　フィリピンの事例では、持続期から限定的なパトロネージが採られることに

よって構築された選択統制の結果、体制に対する不満と将来の便益の見込みに

基づいた凝集性が高い反体制派が醸成された。そして彼らが実効性の危機によっ

てポークバレルにも与れなくなったとき（すなわち非統制になったとき）、既

存の支配者によって構築されたパトロンクライアントネットワークの破壊を目



－54－

的とし、クーデタを企図した。このクーデタは、企図以前における交渉を通じ

て軍部外の反体制アクターとの連携を見込んだものであり、反体制派は彼らか

らの支持を得ることで自身の行動を権威づけながらも、体制転覆の可能性を高

めた。

　パラグアイの事例では、持続期には包括的統制が採られており、軍部は常に

特権的階級にあったが、老朽化の危機に際して、パトロネージが偏り、統制構

造が選択統制に変化されることによって軍内反体制派が離反した。この時、社

会の中でも実効性の危機に伴う反体制運動があったが、パラグアイの軍部は自

らの手でクーデタによる体制移行を完遂させ、その後、民政移管を約束すると

いう形で、社会からの正統性をいわば後付けで確保した77。

　インドネシアの事例では、持続期から一貫して分割統制が構築され、老朽化

の危機による軍部内の縦断的亀裂と、それに伴う対立は、クライエンテリズム

を巡る派閥対立というよりも当人同士の権力闘争に矮小化された。これは、支

配者―軍部関係において体系的なパトロンクライアントネットワークが構築さ

れているがゆえに、権力闘争がパトロンクライアントネットワークの破壊や変

更を求めるものではなく、既存のネットワークを維持したままポストを巡るも

のであったためである。そのため、この場合の権力闘争は軍部内に留まり、軍

表３　比較分析のまとめ（筆者作成）

フィリピン パラグアイ インドネシア イラン

危機の類型 老朽化、実効性 老朽化、実効性 老朽化、実効性 実効性

パトロネージ 限定的 不偏的⇒限定的 不偏的 不偏的

ポークバレル 高⇒低 高 低 高

統制構造 選択⇒非統制 包括的⇒選択 分割 包括的

軍部の意思決定 見捨てる 見捨てる 守る 守る

移行の発生 下からの移行 上からの移行 上からの移行 下からの移行
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部としての体制離反をもたらすものではなかった。

　イランの事例では、一貫して包括的統制が確保されていた。そのため、実効

性の危機に伴い、社会からの突き上げがあったが、軍部は支配者が亡命するま

で体制を守り続けた。実際、軍部内において空軍幹部候補生や、一部の徴募兵

が体制から離反したが、それらは包括的統制が採られていたことにより、軍部

の利権を体現するものではなかった。その結果、軍部が体制移行を了承したの

は支配者を失ってからであった78。

　以上の事例を比較すると、個人支配体制において、体制の危機によって軍部

内に亀裂が発生し、軍部が体制を見捨てる選択を採るか否かは、軍部内におい

てパトロンクライアントネットワークの破壊を志向する反体制派が醸成されて

いなければならず、そのためには危機に際して軍部に偏った統制構造が構築さ

れている必要があるということがわかった。逆に、不偏的な統制構造が構築さ

れていれば、軍部が主体的に体制を見捨てることはない。つまり、移行期にお

ける軍部の離反を決定づけるものはポークバレルよりも、むしろパトロネージ

なのである。

　また、本研究からは、個人支配体制の耐久性について示唆を得ることができ

た。個人支配体制の支配者は、軍部に対して、不偏的なパトロネージの供与に

よって軍部内に体系的なパトロンクライアントネットワークを構築することが

できれば、老朽化の危機に対する軍部の安定度を増すことができ、ポークバレ

ルに頼らない統制を行うことができれば、実効性の危機に対する安定度を増す

ことができよう。

　体制の危機に際しては、実効性の危機はポークバレル、老朽化の危機はパト

ロネージを変更させる圧力が働くが 79、それによって懐柔戦略が変更されると

は限らないことが分かった。インドネシアやイランのように、体制の危機に際

しても、持続期に築いてきた統制構造を維持することができれば、軍部の離反

を抑制することができるのである。このことは、体制の危機が発生した際のア

クター内の亀裂の程度を、クライエンテリズムが縮小させる効力を持つことを

示唆している。
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　しかしながら、本稿で見てきた事例は全て体制移行を経たものであるため、

軍部が体制を守ろうとしても、社会からの強い突き上げがある場合、体制移行

が発生した。そのため、仮に体制の耐久性を厳密に問おうとすれば、本研究に

社会も包含した分析枠組みを構築する必要がある。そのため、これこそが体制

変動論における政軍関係論の分析射程の限界である。

　図２のとおり、本研究では軍部の移行期における態度のみでは体制移行の型

式までは明らかにすることができないという含意を得ることができた。それを

明らかにするためには、軍部の態度に加え、図２でグレーゾーンとして示した

社会勢力の動向を組み合わせて分析することが必要であろう。このような点は

今後の課題とし、個人支配体制研究及び体制変動論の発展に貢献していきたい。

図２　移行期における軍部の意思決定と移行の型式の関係性（筆者作成）
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